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Straight away 
 

IFRS bulletin from PwC 

16 April 2013 IIRC が国際統合報告フレームワークの協議文書を公表 
 

何が問題となっているか？ 

国際統合報告委員会（IIRC）1は、国際統合報告フレ

ームワークの協議文書を公表しました。 
 

本フレームワークは、組織が短期、中期、長期的に

価値を創造するプロセスに焦点を合わせた企業報

告に向けて、より求心的なアプローチを促すきっか

けになることを意図しています。その目的は、企業の

説明責任およびスチュワードシップを強化し、統合さ

れた判断や意思決定を支援することでもあります。 
 

本フレームワークは、組織が現在の業績および将来

の見通しを効果的に伝達する上で必要不可欠であ

って、重大な（情報の）結合性と相互依存性を説明

するのに役立つ、包括的な構造および基本原則を

規定しています。 

 

誰が関与しているか？ 

本フレームワークの開発にあたり、85社を超える世界

各国の企業、および50人を超える投資家が参加す

るパイロット・プログラムを通じ、本フレームワークはテ

ストされてきました。このパイロット・プログラムによっ

て新たに得られた結果から、統合報告が組織および

投資家を含むステークホルダー双方に便益をもたら

すとの見方が強化されています。とりわけ、IIRCパイ

ロット・プログラムの参加企業は、統合報告について、

以下の見解を示しています。 

 ビジネスモデルのより明確な観点を提供する（95％） 

 社内のサイロを解体する（93％） 

 事業に関するKPIが正確にどうあるべきかについ

                                                      
1 IIRCは、企業、投資、基準設定、規制および会計の諸セクターの

著名な個人で構成されています。急速に変化する世界において、

企業報告をその目的に適ったものにすることを目指しています。 

ての取締役会の焦点を高める（95％） 

 より高品質のデータ収集につながる（93％） 

 事業上の意思決定の改善につながる（88％） 
 
本フレームワークは、以下の5つのセクションに分か

れています。 

 

1．概要 

IIRCは、統合報告を、「長期にわたる価値の創造に

ついて、最も可視的に、定期の統合報告書の組織

による伝達をもたらすプロセス」、そして、統合報告

書を、「組織の戦略、ガバナンス、業績および見通し

が、外的環境のコンテクストにおいて、短期、中期、

長期的にどのように価値創造につながるかに関する、

明瞭かつ簡潔な報告手段」と定義しています。 
 

本フレームワークは、統合報告書の主たる利用者は、

金融資本の提供者であると提案しています。しかし、

統合報告書はすべてのステークホルダーにとって便

益および利益になることも強調しています。これは重

要な議論のトピックであり、多くの企業は、統合報告

を、複数のステークホルダーに事業の首尾一貫した

姿を提示するひとつの機会と見ています。 

 

2．基本概念 

IIRCフレームワークは、以下の3つの概念に基づい

ています。 

 組織の成功を支える、組織間の関係ならびにフ

レームワークの中で6つの「資本」（金融、製造、

知的、人的、社会と関係および自然）に応じて描

写されている資源とその関係 

 組織の事業モデルの説明の提示 

 短期、中期、長期における価値の創造  
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3．基本原則 

本フレームワークは、作成者が何を報告すべきか、

どのような構成にすべきかを決定する上で役立てる

ことのできる6つの基本原則を提示しています。 

基本原則は、以下のとおりです。 

 戦略的焦点および将来志向 

 情報の結合性 

 ステークホルダーの反応性 

 重要性および簡潔性 

 信頼性および網羅性 

 首尾一貫性および比較可能性 
 
4．内容要素 

本フレームワークは、統合報告が答えるべき一連の

核となる質問を提案しています。それらは、マネジメン

ト・コメンタリー、財務諸表、およびサステナビリティー

報告書などの定められた報告要素を出発点と考えて

います。しかしながら、「基本概念」および「基本原則」

に照らして考えた場合、以下の点にさらに焦点を合わ

せたより範囲を広げた報告を提案しています。 

 財務および非財務のドライバー 

 主要な資源および関係への企業の依存 

 より長期的な展望 

 内部報告と外部報告の整合 

7つの内容要素は、以下のとおりです。 

 組織概要および外的環境 

 ガバナンス 

 機会とリスク 

 戦略および資源配分 

 ビジネスモデル 

 業績 

 将来見通し 
 
5．作成および表示 
本フレームワークの最終セクション（重要性、報告の

頻度、報告の境界線、およびテクノロジーの利用が

カバーされている）には、統合報告書の作成方法に

関する追加的ガイダンスが提供されています。 

 

影響を受ける企業は？ 

ほとんどの組織にとっての、IIRCの協議文書を検討

する第一の理由は、意思決定の改善にどのように役

に立つのか、伝達をより効果的にできるのかを理解

するためです。IIRCは、フレームワークが開発される

に従い、国際的なパイロット・プログラムを通じて、フ

レームワークをテストした企業および投資家の市場

先導型の行動を特に重視しています。 
 

国際会計基準審議会（IASB）や米国財務会計基準

審議会（FASB）を含む多くの基準設定主体および規

制当局がIIRCの作業に関与しており、フレームワー

クに含まれている提案がそれぞれの活動にどのよう

な影響を及ぼすかの検討を開始しています。規制へ

と向かう前に、IIRCは、どのような規制が有効でまた

有効でないかを検証することにより、活動が実効的

な規制環境へとつながることを期待しています。 

 

何をすべきか？ 

協議文書のフレームワークを熟読し、2013年7月15

日の期限までに協議文書についてのコメント・レター

提出をご検討下さい。協議文書および質問

は、www.theiirc.orgで入手できます。貴社の報告に

協議文書がどのような影響を及ぼすか、評価してく

ださい。貴社の対外的および内部的なコミュニケーシ

ョンの全体を検討してください。関連性があってかつ

包括的な組織像が示されているかどうか、自問してく

ださい。 
 
さらに、競争上の優位を得るため、次の決算期に容

易に導入できる有効な施策があるかどうかを検討し

てください。 
 

統合報告についての詳細、優れた実務事例、およ

び実務的な洞察については、以下をご覧くださ

い。www.pwc.com/corporatereporting 
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